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連携協定
　ご紹介したような連携の取り組みを加速させ
るため、平成 28 年 9 月 1 日に、株式会社セブ
ン-イレブン・ジャパンと、災害発生時に社会
インフラの一翼を担うコンビニエンスストアの
営業の継続による災害復旧と、気象災害に強い
地域社会の実現に貢献することを目的とした連
携協定を締結しました。
　具体的な連携・協力事項は、「1）株式会社セ
ブン-イレブン・ジャパンの災害対策システム
の高度化に関すること、2）地域住民への情報
提供等による気象災害の防止・軽減に関するこ
と、3）サプライチェーンマネジメントに関す
ること、4）その他、必要と認める事項」です。
　この協定に基づく活動を通じて、「災害に強
い日本」の実現に向け各々のノウハウ・インフ
ラ・技術について議論しているところです。
他分野への波及
　株式会社セブン-イレブン・ジャパンとの連携
から波及した取り組みとして、冬季の交通の確
保や物流の確保につながる雪氷災害の軽減に関
わる勉強会を長岡市と甲府市で開催しています。
　大学の交通工学の専門家、国や県、市等の自
治体、民間の道路管理者、民間の物流や通信に
従事する方など毎回 20名以上の方に参加いた
だいています。年3回〜4回の頻度で開催して
おり、毎回数名の方にそれぞれの取り組みと課
題について話題提供していただき、雪氷災害へ
の対応について議論しています。
　将来的には、甲府市や長岡市が地域防災のモ
デルケースとなるように、異業種間の連携をよ
り強化し、データ共有や一元管理、情報発信方
法の改善、交通や気象の予測情報の高度化等に
より雪氷災害の軽減を目指しています。
　平成 28 年度には実際の店舗をフィールドに
実証実験を行いました。防災科研は、店舗用
の簡易で安価な積雪・積雪重量センサーを開発
し、冬季の間セブンイレブンの店舗屋上に設置
して観測を行いました（写真 1 参照）。観測は、
新潟県の長岡市と見附市の2店舗と、山梨県の
甲府市と富士吉田市の2店舗の計4店舗で行い、
観測結果はそれぞれクラウド上にアップロード
される仕組みとなっています。アップロードさ
れたデータは、ブラウザを通じてリアルタイム
に確認することが可能で、遠隔地でも積雪の様
子を把握することができます。
　現在は、観測地点を増やし、面的な積雪状況
を詳細に把握するために、観測センサーの改善
と新たな積雪情報の開発に取り組んでいます。
　政府が進める未来投資会議 構造改革徹底推
進会合の中の「第4次産業革命（Society5.0）・
イノベーション」会合（イノベーション）（第1
回：平成28年11月2日開催）で、イノベーショ
ン・ベンチャー創出力強化に向けた大学・国立
研究開発法人等の取り組みのひとつとして、文
部科学省から、防災科研の気象災害軽減コン
ソーシアムの設立と、株式会社セブン-イレブ
ン・ジャパンと防災科研との連携事例が紹介さ
れました。
写真 1　店舗屋上へのセンサー設置の様子
